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　　　　　～横浜港シンボルタワー～
指定管理者の応募関係書類（表紙）

１　提出書類は、本表紙の□欄に確認した旨のレ印を記入し、各書類にはアから通しのページ数及びインデックスを付けてください。

２　用紙サイズについて、原本で用紙サイズが決まっているもの以外は、Ａ４サイズに統一し、文字は明瞭なものを提出してください。

３　提出書類には本表紙をつけ、アから順に並べ、原本１部、写しを１４部提出してください。なお、写しの書類のうち１３部はファイル綴りとし、１部についてはファイルやステープラー等で留めず、クリップ留め（インデックス不要）で提出してください。
４　事業計画書（様式２）においては、業務の工夫等について、具体的に記載してください。
５　共同事業体の場合は、エ～タの書類を構成団体ごとに提出してください。

※公募要項中に指示のあるものは、併せてCD‐ROMで電子データを提出してください。

	団体名
	

	確認欄
	提出書類名
	ｲﾝﾃﾞｯｸｽ番号

	□
	ア　指定申請書（様式１）　
	１

	□
	イ　事業計画書（様式２（１）～（１７））　
	２

	□
	ウ　収支予算書（様式３）
	３

	□
	エ　団体の概要（様式４）
	４

	□
	※共同事業体の場合  エ－２　共同事業体の結成に関する申請書（様式４－ａ）
	４－２

	□
	※共同事業体の場合　エ－３　共同事業体連絡先一覧（様式４－ｂ）
	４－３

	□
	オ－１　申請団体役員名簿（様式５）
	５

	□
	オ－２　県警照会用エクセルファイル（データによる提出）
	

	□
	カ　宣誓書（様式６）
	６

	□
	キ　定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類
	７

	□
	ク　法人にあっては、法人の登記事項証明書
	８

	□
	ケ　指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度の収支計算書及び事業報告書（様式自由）
	９

	□
	コ　直近３か年の事業年度の貸借対照表、財産目録、損益計算書等
（任意団体においては、これらに類する書類）
	10

	□
	サ　税務署発行の納税証明書「その３の３」（直近５か年の事業年度の法人税・消費税及び地方消費税の納税証明書になります。）
	11

	□
	シ　横浜市税の納税状況調査の同意書（様式７）
	12

	□
	ス　法人税及び法人市民税の課税対象となる収益事業等を実施していないことの宣誓書（様式８）　　※該当の場合のみ
	13

	□
	セ　直近２か年の事業年度の労働保険料の納付証明書（労働局または労働
基準監督署による納付証明書）
	14

	□
	ソ　団体の現在の組織、人事体制を示す人事労務関係の書類（就業規則、
給与規定等）
	15

	□
	タ　設立趣旨、事業内容のパンフレットなど団体の概要がわかるもの
	16


《必要に応じて使用する様式》（応募書類に添付するものではありません。）

	□
	チ　応募及び現場説明会参加申込書（別紙１）

	□
	ツ　質問票（別紙２）

	□
	テ　辞退届（別紙３）


第１号様式(第２条の５第１項)

様式１

指定申請書

年　　月　　日

　(申請先)

　　横浜市長

所在地　　　　　

申請者　団体名　

代表者氏名　　　

　次の港湾施設の指定管理者の指定を受けたいので、申請します。

横浜港シンボルタワー

(A4)　

様式２（１）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	１管理運営の基本方針

1-1指定管理者としての基本的な考え方

	■指定管理者としての考え方を記述してください。

■運営方針をふまえ、指定管理期間中の目標について、指標とともに示してください。



A4１枚以内で記述してください。

様式２（２）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	１管理運営の基本方針

　1-2　取組の方針

①利用者サービス向上への取組方針

	■利用者サービスの向上を図るための取組方針を記述してください。

■市民への平等な利用を確保するための取組方針を記述してください。



A4１枚以内で記述してください。

様式２（３）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	１管理運営の基本方針

1-2取組の方針

　②安全な施設管理のための取組方針

	■本施設を安心してご利用いただくための安全対策について取組方針を記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（４）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	１管理運営の基本方針

　1-2取組の方針

③収入増、経費節減への取組方針

	■施設の効用を最大限に発揮するための取組方針について特色を記述してください。

■収入増に向けた基本的な取組方針を記述してください。

■経費節減に向けた基本的な取組方針を記述してください。




A4１枚以内で記述してください。
様式２（５）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	２管理運営の安定性
2-1管理の体制
①運営組織図

	■構成及びそれぞれの担当業務と運営組織図を記述してください。また応募者以外の者に業務委託等を予定している場合は、その予定も記述してください。

■グループ応募の場合は、構成員それぞれの有する特色、独自性について記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（６）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	２管理運営の安定性
2-1管理の体制

②人員配置計画とスタッフ教育についての考え方

	■業務について具体的な人員配置・責任の所在等について記述してください。
■業務を担当する者が関連する資格等を有する場合には担当者が有する資格内容を記述してください。

■スタッフ教育についての考え方、具体的な計画について記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（７）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	２管理運営の安定性

2-1管理の体制

③緊急時の対応策

	■施設を安心してご利用いただくための安全対策について、緊急時の連絡体制、対応方策を記述してください。また、その特色、独自性を記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（８）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　
	２　管理運営の安定性

　２－２　管理実績

	■類似施設あるいは公の施設の管理運営に関する過去の実績（過去３か年以内）を記述してください。

■その管理実績の特色、独自性等を記述してください。

発注者

施設所在

都道府県名

施設名

管理内容

管理期間

＜管理実績一覧＞



A4１枚（１ページ）以内で記述してください。
様式２（９）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

3-1園地管理に対する取組

	■園地等の管理についての基本的な考え方を提案してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（１０）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

3-2樹木等植物の管理育成

	■樹木等植物の育成管理について、具体的な取組内容を提案してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（１１）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

3-4施設利用の向上策及び増収策

	■緑地の利用者数を増やし、賑わいを創出するための具体的提案を記述してください。

■緑地における増収を図るための具体的提案を記述してください。
■認知度を高めるための広報についての具体的計画を記述してください。



A4３枚以内で記述してください。
様式２（１２）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案
3-5経費節減策

	■光熱水費等の節減に向けた具体的提案を記述してください。

■その他、指定管理者として取り組みたいことがあれば、記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（１３）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

3-6利用料金の設定

	■利用料金を設定する上での考え方、具体的な提案を記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（１４）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

3-7安全対策

	■安全対策について具体的提案を記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（１５）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

3-8個人情報保護・情報公開への取組

	■個人情報の保護・情報公開への対応について、具体的に提案してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（１６）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

3-9利用者のニーズ、要望・意見への対応

	■利用者のニーズや要望・意見への具体的対応策を提案してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式２（１７）　事業計画書
法人等（グループ）名：　　　　　　　　　　　
	３管理運営に関する提案

 3-10事業の提案

	■施設の利用促進、賑わい創出などに向けた提案事業があれば記述してください。



A4１枚以内で記述してください。
様式３
収支予算書

１総括表

（1） 収入

	区分
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	合計
	備考

	①指定管理料（消費税含む）（Ａ）
	
	
	
	
	
	
	

	②利用料金収入（Ｃ）
	
	
	
	
	
	
	

	③観光望遠鏡他、雑収入（Ｄ）
	
	
	
	
	
	
	

	④提案事業収入（Ｅ）
	
	
	
	
	
	
	

	収入合計
	
	
	
	
	
	
	

	　（２）支出

	区分
	平成23年度
	平成24年度
	平成25年度
	平成26年度
	平成27年度
	合計
	備考

	①維持管理経費合計
	
	
	
	
	
	
	

	項　目
	人件費
	
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費、備品購入費
	
	
	
	
	
	
	

	
	光熱水費（電気・上下水道・ガス）
	
	
	
	
	
	
	

	
	清掃費
	
	
	
	
	
	
	

	
	安全管理費
	
	
	
	
	
	
	

	
	緑地管理費
	
	
	
	
	
	
	

	
	設備保守点検費
	
	
	
	
	
	
	

	
	修繕費
	
	
	
	
	
	
	

	
	駐車場管理費
	
	
	
	
	
	
	

	
	保険料
	
	
	
	
	
	
	

	
	一般管理費等経費
	
	
	
	
	
	
	

	
	租税公課等
	
	
	
	
	
	
	

	
	消費税
	
	
	
	
	
	
	

	②提案事業による支出
	
	
	
	
	
	
	

	支出合計（Ｂ）
	
	
	
	
	
	
	


＊上記以外に必要な経費があれば区分を追加してください。

＊指定管理費（Ａ）＝（Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ）となるように記載してください。
様式３
収支予算書

２　収入の部（平成　　　年度）

金額（単位：千円）

	
	内訳
	合計金額
	備考

	①指定管理料
	
	
	

	②
利用料金収入
	駐車場利用料
	
	
	

	
	撮影等利用料
	
	
	

	
	緑地利用料
	
	
	

	③観光望遠鏡他、雑収入（Ｄ）
	
	
	

	④提案事業収入
	
	
	


＊必要に応じて小区分を追加してください。

様式３
収支予算書

３　支出の部（平成　　　年度）

金額（単位：千円）

	
	内訳
	合計金額
	備考

	①維持管理運営費
	
	
	

	人件費
	常勤給与・賞与
	
	
	

	
	非常勤給与・賞与
	
	
	

	
	各種手当
	
	
	

	
	法定福利費
	
	
	

	
	アルバイト賃金
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	消耗品費、備品購入費等
	
	
	

	光熱水費（電気・上下水道・ガス）
	
	
	

	清掃費
	
	
	

	安全管理費
	
	
	

	緑地管理費
	
	
	

	設備保守点検費
	
	
	

	修繕費
	
	
	

	駐車場管理費
	
	
	

	保険料
	
	
	

	租税公課等
	
	
	

	消費税
	
	
	

	②提案事業による支出
	
	
	


＊必要に応じて小区分を追加してください。

様式４

団体の概要

　
共同事業体名：　　　　　　　　　　　　　

（共同事業体でない場合は、上記の部分を空欄にするか削除してください。）　　　　　　　　（平成　　年　　月現在）

	（ふりがな）

団体名

	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	所在地

	〒

※法人にあっては登記簿上の本店所在地を、任意団体にあっては代表者の住所をご記入ください

（市税納付状況調査（様式７同意書による）に使用します）。

	設立年月日

	　　　　年　　　　月


	沿　革

	
	事業内容等

	
	財政状況

（※直近３か年の事業年度分）

	年　度

	平成　　年度

	平成　　年度

	平成　　年度


		総　収　入

			
		総　支　出

			
		当期収支差額

			
		次期繰越収支差額

			
	連絡担当者

	【氏名】　　　　　　　　　　【所属】

【電話】　　　　　　　　　　【ＦＡＸ】

【Ｅ－mail】


	特記事項

	

	


様式４－ａ
共同事業体の結成に関する申請書

横浜市長

共同事業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
共同事業体代表団体　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　㊞

　横浜港シンボルタワーの公募に参加するため、公募要項に基づき、以下のとおり共同事業体を結成したことを証するとともに、申請します。

	共同事業体の

目的
	

	共同事業体の

名称
	

	共同事業体の

事務所所在地
	

	共同事業体の

構成団体（代表団体も構成団体として記載すること）
	所在地

団体名
	

	
	所在地

団体名
	

	
	所在地

団体名
	

	共同事業体の

代表団体
	所在地

団体名
	

	代表団体の権限


	１　指定管理者の指定申請及び協定の締結等に関し、横浜市との関係に

おいて共同事業体を代表する権限

２　経費の請求及び受領に関する権限

３　契約に関する権限


（裏面あり）

	共同事業体の結成及び解散
	当共同事業体は、平成　年　月　日に結成し、指定期間終了後３か月を経過する日以降に解散するものとします。ただし、指定管理者に指定されなかった場合には、ただちに解散します。

	共同事業体の業務遂行及び債務の履行についての責任
	各構成団体は指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い、当共同事業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。

	権利義務の譲渡制限
	本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはしません。

	協議事項
	この協定書に定めのない事項については、構成団体全体により協議することとします。


（備考）共同事業体の構成団体が３者を上回る場合は、この様式に準じた様式を作成してください。

平成　　年　　月　　日

代表団体　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成団体　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成団体　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　団体名

　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

様式４－ｂ
共同事業体連絡一覧

共同事業体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

〔代表構成団体　担当者連絡先〕

	(ふりがな)

氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E-mail
	


〔構成団体　担当者連絡先〕

	(ふりがな)

氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E-mail
	


〔構成団体　担当者連絡先〕

	(ふりがな)

氏名
	（　　　　　　　　　　　　　　　）



	所属団体
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	FAX
	

	E-mail
	


（備考）共同事業体の構成団体が３社を上回る場合は、この様式に準じた様式を作成してください。
様式５
横浜港シンボルタワー　指定管理者申請書類

（申請団体役員名簿）

	公の施設
	

	所在地
	


	団体名

（商号又は名称）
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	住所
	

	
	
	
	

	役職
	氏名
	フリガナ
	性別
	住所
	生年月日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


指定管理者の資格要件に規定する「暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体でないこと」を確認するため、横浜市が神奈川県警察本部に対して調査･照会資料として使用することに同意いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所　在　地：

　　　　　　　　　

団　体　名：

　

代表者氏名：　　　　 　　　　　　　　　　　　　㊞　

様式６
宣　誓　書

平成　　年　　月　　日

横浜市長

所在地
団体名　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
当団体は、横浜港シンボルタワーの指定管理者への応募に際し、応募資格を満たすとともに、欠格事項に該当しないことを宣誓します。

《欠格事項》

１　法人税、法人市民税、消費税、地方消費税等の租税又は労働保険料を滞納していること

２　会社更生法・民事再生法による更生・再生手続中であること

３　指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消を受けたものであること
４　地方自治法施行令第167条の４の規定により、本市における入札参加を制限されていること
５　選定委員が、応募しようとする団体の経営または運営に直接関与していること
６　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体であること
※本項目については、提出いただく「申請団体役員名簿（様式５）」により、横浜市から神奈川県警本部に対し調査・照会を行います。

７　２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていること（仮に受けている場合には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みでないこと）
※共同事業体については、構成団体毎に作成
様式７
横浜市税の納税状況調査の同意書

平成　　年　　月　　日

横浜市　　　　　長

所在地
団体名　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞

＜横浜市税の手続きにおいて、通知等送付先の登録が

上記所在地と異なる場合は、下記もご記入ください＞

　通知等送付先
当団体は、横浜港シンボルタワーの指定管理者として応募するにあたり、指定管理者選定時及び、指定管理者に選定された場合、指定期間内に毎年１回、横浜市が以下の市税納付状況調査を行うことに同意します。

(1)市民税・県民税（特別徴収分）

 (2)市民税・県民税（普通徴収分）

 (3)法人市民税

 (4)事業所税

 (5)固定資産税・都市計画税（土地・家屋）

(6)固定資産税（償却資産）

(7)軽自動車税

＜該当がある場合は、できれば下記にもご記入ください＞

■法人市民税 賦課コード（領収証書の法人番号）

　※横浜市内に本店又は営業所があり、課税されている方は、できればご記入ください。　
	申告区※区名を記入してください（例：「鶴見区」）
	

	法人番号

※「法人市民税申告書」又は「領収証書」に記載されている法人番号を入力してください（例：「20-10001」）
	


■横浜市事業所税 賦課コード

　※横浜市内に本店、営業所及び支店等があり、課税されている方は、できればご記入ください。 （資産割：市内の事業所床面積の合計が1,000m2以下であるときは課税されません。従業者割：市内の事業所等の従業者数が100人以下であるときは課税されません。）　※県の事業税ではありません。　
	申告区※区名を記入してください（例：「鶴見区」）
	

	整理番号

※「事業に係る事業所税申告書」又は「領収証書」に記載されている整理番号を記入してください（例：「20-10001」）
	


様式８
　　　　法人税及び法人市民税の課税対象となる収益事業等を
実施していないことの宣誓書
平成　　年　　月　　日

横浜市長

所　　在　　地　　　　　

団　　体　　名　　　　　

代 表 者 氏 名　　　　　　　　　㊞
当団体は、法人税法第４条第１項及び地方税法第２９６条第１項に規定する収益事業等を、直近５か年の事業年度において実施していないことを宣誓します。

別紙１

横浜市港シンボルタワー
応 募 及 び 現 場 説 明 会 参 加 申 込 書

平成　　年　　月　　日

法人等名　

所　在　地　

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),担当者)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),氏名)
所属・職名

電話番号
Ｆａｘ

E-mail

  次の施設の指定管理者の現場説明会への参加を、下記のとおり申し込みます。

施設名　　　　　横浜港シンボルタワー　　　　　　　　　　　　　　

	団　体　名
	

	参加者氏名
	

	
	


＊　この申込書は、７月７日（水)　まで（必着）にE-mailにて提出してください。
＊　E-mailに添付して送付される際に、開封確認等で着信を確認してください。
別紙２

横浜港シンボルタワー
質　　問　　票

法人等名
担当者名
連絡先（電話）
（ＦＡＸ）

（Ｅ-mail）

	項 目
	【資料名】：　公募要項　・　業務仕様書　・　その他（　　　　　）

【ページ・項目】：　



	内 容
	


注：質問事項は、本様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。

　　＊E-mailに添付して送付される際に、開封確認等で着信を確認してください。

別紙３

辞　　　退　　　届

平成　　　年　　月　　日

　　横浜市長

団体名

所在地　

代表者名　　　　　　　　　　　　　　㊞

横浜港シンボルタワーの指定管理者の申請を辞退します。

担当者連絡先

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),氏)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),名)
	

	部署・職名
	

	電話番号
	
	ファックス
	

	電子メール
	








様式集（応募書類等）














本様式については横浜港シンボルタワー様式集（２）より取得し、作成してください。


なお、記載方法等については、ファイル内記載の要領をご確認ください。
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